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P2M 放送局  

デジタル変革時代の羅針盤となる学会に向けて 

中央大学 山本秀男  

 

Ｐ２Ｍの基本である「オーナーの視

点」を、あらためて考えてみた。企業

活動においては、投資の判断から効果

の獲得までの責任を持つことである。

デジタル変革時代と呼ばれる現代のオ

ーナーには、不確実な環境に適応する

情報収集力と知恵が必要になってき

た。過去の延長上で計画を作成し、こ

れまでと同じ進め方では投資の回収は

難しい。政治的リスクを含めたサプラ

イチェーンの考慮、他業界からの参

入、国内の人口減少にともなう消費動

向の変化など、これまでとは異なる環

境に合わせながら投資を回収していか

なければならない。これに対して、社

会システム構築の投資回収は多面的に

考えるべきであろう。投資によって新

しいシステムを構築し、その過程で得

られた技術や運用方法を、将来の社会

につなげることが優先される。  

今後の社会は、デジタル経済といわれ

る経済活動を基盤にして構築される。

UNCTAD の世界投資報告書 2017 によ

るとデジタルエコノミーのアーキテク

出所：United Nations Conference on Trade and Development “World Investment Report 2017:   Investment and the 
Digital Economy” ,  p.167 Figure IV.4., 7 June 2017.  

 

図 デジタル経済のアーキテクチャ  
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チャは図のように示されている[1]。電

気通信とその上位層のＩＴハードウェ

アとソフトウェアが土台となり、電子

商取引、デジタル・ソリューション、

インターネット・プラットフォーム、

デジタル・コンテンツの４つの柱が立

っている。  

これまでのモノ中心の社会では、地理

的、物理的な制約によって産業の構造

が決められてきた。デジタル変革時代

は、図に示されたデジタル経済のアー

キテクチャのもとに、社会が再構築さ

れていくだろう。そのため、従来の産

業のくくりや国の概念も変わってく

る。国境を越えて金銭のやりとりが行

われるようになると、国の枠組みでの

富の再配分がうまく機能しなくなるの

ではないか。ロボットやＡＩを導入し

た企業は人間を必要としないため、新

しい産業が生まれても雇用が生まれな

いのではないか。このような将来への

不安を解決しながら、便利で豊かな社

会を考えていかなければならない。モ

ノの技術だけでは扱えないヒトの感情

や倫理観からの検討も必要になってく

る。  

変化の激しい経営環境で利潤を追求す

る企業の特命業務では、これまでのＰ

２Ｍ理論で提案してきた３Ｓモデルと

６個のマネジメントを高速に適用する

ことや、新しい環境に合わせたモデル

の検討が必要になる。社会システム構

築では、複数の利害関係者がそれぞれ

異なるミッションを持つため、大枠の

合意形成のみでプログラムを始動し、

マイルストン毎に、省察して軌道修正

するマネジメントが必要になると思

う。  

上記のマネジメントには、これまで細

分化されてきた様々な学術分野の知恵

を総合化する必要がある。社会や企業

の組織をシステムと捉えて問題解決を

ねらうシステムの設計論は、モデル化

がうまくいけば、数学的に最大値や極

大値を求めることができる。しかし、

デジタル変革時代には、ヒトの行動情

報が経済活動に大きな影響を与えるた

めモデル化は簡単ではない。自然界の

揺らぎの解析結果を利用してモノを設

計する理工学的な考えに、人間活動の

揺らぎを扱う社会学的な考えを取り入

れていかなけなければならないだろ

う。国際Ｐ２Ｍ学会が指針としてきた

オーナーの視点で「全体最適」と「全

体調和」を追求するために、総合的に

考える力を強化することが重要になる

のではないだろうか。本学会を、デジ

タル経済に適応するために一人ひとり

が持つべき羅針盤「オーナーの視点」

を磨く研究交流の場として、発展させ

ていきたい。  
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